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講義日程
9月15日 地球環境問題とエネルギー問題（有馬）

9月22日 地球温暖化交渉（有馬）

9月29日 地球温暖化の科学と不確実性（杉山電中研主任研究員）

10月6日 ポスト京都議定書とパリ合意の見通し（有馬）

10月13日 持続可能性指標と気候モデリング（馬奈木九大教授）

10月20日 原子力：東日本大震災の影響とその後（小澤資源エネルギー庁原子力立地・核燃料
サイクル産業課長）

10月27日 再生可能エネルギー政策（竹内国際環境経済研究所主任研究員）

11月 3日 日本の中期目標検討プロセス（服部経産省環境経済室長）

11月10日 温暖化防止のための政策手法（馬奈木九大教授）

11月17日 技術の役割（技術移転と技術革新）（本部特任教授）

11月24日 予備日

12月1、8、15日 チームによるパワポプレゼン＋質疑応答（個人でのプレゼンも可）



地球温暖化問題とエネルギー問題

2015年9月15日
有馬 純



地球温暖化問題とは何か



地球温暖化のメカニズム



温室効果ガスとは

人類起源の温室効果ガス排出のガス種別内訳（2010年） 我が国の温室効果ガス排出のガス種別内訳（2012年）

出所：IPCC第5次評価報告書、環境省

化石燃料の燃焼、
セメント生産

家畜のげっぷ、石
油、ガスの採掘等

海洋や土壌、窒素肥料
使用、工業活動等



気候システムにおいて観測された変化

出所：ＩＰＣＣ第5次評価報告書



産業革命以降の温室効果ガス排出量

出所：ＩＰＣＣ第5次評価報告書



地球温暖化の影響の地域分布

出所：ＩＰＣＣ第5次評価報告書

 温暖化のリスクは地域的に偏在しており、いずれの開発段階においても、恵まれない境遇にある
人々やコミュニティに対してより大きくなる（ＩＰＣＣ第５次報告書より）。



世界の平均気温変化と追加的リスク



温室効果ガス削減と温度変化に関するＩＰＣＣシナリオ分析

RCP：代表的濃度経路
Representative Concentration 
Pathway



「２度目標」達成のために必要な低炭素エネルギーシェア

 450ppmシナリオを達成するために低炭素エネルギー（原子力、再生可能エネルギー、ＣＣＳ、Ｂ
ＥＣＣＳ）のシェアを2050年までに2010年比3-4倍に拡大することが必要。

 2100年には2010年比▲118～▲78％ → 植林してCO2を固定し、その木材を発電して発生した
CO2を地中に埋めるBECCS（Bio Energy + Carbon Capture and Storage)の大量普及が必要

 極めて高いレベルの国際協調（主要国が直ちに行動、世界政府的取り組み）と大幅な技術革新
が前提。

出所：ＩＰＣＣ第5次評価報告書



「２度目標」達成のために必要なコスト

出所：ＩＰＣＣ第5次評価報告書

 450ppmシナリオを達成するために必要なコストはベースラインのGDPの1-4％（2030年）、2-6％
（2050年）、3-11％（2100年）

 世界各国の迅速な緩和行動、世界単一の炭素価格、全ての技術が利用可能であることが前提。
ＣＣＳ、ＢＥＣＣＳ、原子力、風力、太陽光などの利用が進まないとコストは大幅に上昇。

 求められる削減努力の度合いやコスト分担は国毎に異なる。将来の温室効果ガス排出見通し
が最も高い国々が削減努力の大部分を担うことが必要。



This [the agreement] should enable all countries to follow a low-carbon and resilient 
development pathway in line with the global goal to hold the increase in global average 
temperature below 2℃.

Mindful of this goal and considering the latest IPCC results, we emphasize that deep cuts 
in global greenhouse gas emissions are required with a decarbonisation of the global 
economy over the course of this century. Accordingly, as a common vision for a global 
goal of greenhouse gas emissions reductions we support sharing with all parties to the 
UNFCCC the upper end of the latest IPCC recommendation of 40 to 70 % reductions by 
2050 compared to 2010 recognizing that this challenge can only be met by a global 
response. We commit to doing our part to achieve a low-carbon global economy in the 
long-term including developing and deploying innovative technologies striving for a 
transformation of the energy sectors by 2050 and invite all countries to join us in this 
endeavor. To this end we also commit to develop long term national low-carbon strategies.

Ｇ７サミット（２０１５年６月エルマウ）共同声明該当部分



2010年 世界全体のCO2排出量（除国際航空・海運） 293.7億トン

先進国124.9億トン（一人当たり排出量10.11トン）

途上国168.8億トン（一人当たり排出量 2.98トン）

2050年に世界全体の排出量を2010年比▲60％とすると・・・・

世界全体のCO2排出量 117.5億トン

ケース１：先進国が▲80％ 25.0億トン（一人当たり2.05トン）

＝＞ 途上国分は92.5億トン（一人当たり1.16トン 2010年比▲61％）

ケース２：先進国が▲100％としても・・・・

＝＞ 途上国分は117.5億トン（一人当たり1.47トン 2010年比▲51％）

途上国の一人当たり排出量は最近20年間で37％増加。中国は224％、インドは116％増加

現在レベルから▲50-▲60％に同意するか？

2010年比▲40－▲70％の意味



温室効果ガスのこれまでの排出動向



温室効果ガスの大部分はエネルギー起源CO2



世界のエネルギー起源CO2排出量の部門別・地域別内訳

 エネルギー起源ＣＯ２の大宗は発電、産業、運輸部門
 １９９０年以降の伸びのほとんどが途上国由来

出所: IEA Energy and Climate Change (2015)



主要国の温室効果ガス排出量の推移



温室効果ガス排出量の国別内訳の推移と見通し



CO2＝（CO2/PEC）×（PEC/GDP）×（GDP/P）×P

ＣＯ２排出量とエネルギーの関わり

エネルギーの
炭素集約度

エネルギー原単位 一人当たりGDP 人口

ＣＯ２の排出削減を図るためには、以下のいずれかが必要。

① エネルギーの脱炭素化（非化石エネルギーの導入拡大）
② エネルギー効率の向上
③ 一人当たりＧＤＰの低下
④ 人口低下
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先進国、途上国のＣＯ２排出量増加の要因

出所：IEA CO2 Emissions from Fuel Combustion (2014)

 人口増加と一人当たりGDP拡大がＣＯ２排出増
大を牽引

 途上国では炭素集約度も上昇



主要国の電源構成（2012年）

エネルギーミックスは各国の資源賦存状況、経済発展段階、政策によって国毎に大きな違い



電源別のライフサイクルCO2排出量

出所：電力中央研究所

燃焼時の単位カロリー当りＣＯ２排出量
石炭を１とすると
石油０．７６
天然ガス０．５５



主要国の発電端のCO2原単位（2012年）

各国のエネルギーミックスの違い＝＞ＣＯ２原単位の違い



今後の排出動向とエネルギー面の課題



エネルギー起源CO2排出シナリオと2℃達成に必要な排出パス

Current Policy Scenario: 温暖化

について今後何も新しい対策が
講じられないと想定

New Policy Scenario: 各国が表

明した温暖化対策が政策が今後
実施されることを想定

450ppm Scenario: 2050年まで
にエネルギー起源CO2濃度を
450ppmに安定化させるシナリ
オ

出所：IEA World Energy Outlook 2013



2℃目標＝450ppmシナリオ達成に必要なエネルギーミックス

出所：IEA World Energy Outlook 2013
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2℃目標＝450ppmシナリオ 地域別内訳
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エネルギー政策の３つのＥとＳ

エネルギー安定供給

Energy Security

環境保全

Environment 
Protection

経済性

Economy

+ 安全性 Safety



供給安定性 発電コスト 環境特性
（CO２排出）

可採年数
（確認埋蔵量）

備考

石油 中東地域に偏在 高 やや多い 53年 非在来型の開発
が進展

石炭 世界各地に分散 低 多い 113年

天然ガス 世界各地に分散 中 少ない 55年
(在来型）

非在来型の開発
が進展

原子力 ウラン資源は世界
各地に分散

低 ※１ なし 99年（ウラン） 安全性、パブリッ
ク・アクセプタン
スが課題

再生可能エネルギー
（ＰＶ、風力）

純国産エネル
ギー

高 ※２ なし ほぼ無限 出力不安定性、
グリッド、バック
アップコストが必
要

３つのＥから見た各エネルギー源の長所・短所

※１ バックエンド費用等を考慮すると発電コストが増加
※２ 技術開発の進展により発電コストが低減する可能性あり。



世界の天然ガス・石油・石炭資源の分布状況（2013年）

石炭はこれから需要が急増するアジア地域に潤沢に存在する安価なエネルギー源



エネルギー貧困

多くの途上国にとって生活水準の向上とエネルギー貧困の克服が課題



エネルギー自給率の各国比較

エネルギー自給率の低下はエネルギー安全保障上のリスク要因。国産・準国産エネルギーの拡大によ
る自給率の向上、リスクの低い燃料への転換、リスクの低い供給源への転換が必要。



主要国のエネルギー調達リスク

各国の一次エネルギー供給構成、調達先の分散度、調達先のカントリーリスクを踏まえ、エネルギー調
達リスクを指数化。値が大きいほどリスクが高く、小さいほどリスクが小さい。

日本の調達リスクは自給率の低さ、輸入先のカントリーリスクの高さ、極東の島国であることによるシー
レーンリスク等、世界の主要国と比較しても高い水準。

出所：総合エネルギー調査会資料



エネルギーコスト格差と国際競争力の懸念

イタリア

スペイン

エネルギーコストの格差は国際競争力に重大な影響。エネルギーコスト引き下げはエネルギーミックスに
関する政策を考える上で大きな要素。

出所：総合エネルギー調査会資料



２℃目標への「ブリッジ」

 ＣＯＰ２１に向けた各国のプレッジ（ＩＮＤＣ）では２℃目標（４５０ppmシナリオ）に遠く届かず。

 ＩＥＡは２℃目標のドアを閉ざさないため、既存の技術・政策を使い、経済にマイナスの影響を与えない
「ブリッジ・シナリオ」を提唱（省エネ、再エネ投資、化石燃料補助金の撤廃、メタン排出減等）

石油ガス生産におけるメタ
ン排出低減
低効率石炭火力の低減と
新設禁止
再生可能エネルギー投資
の拡大
化石燃料補助金の段階的
撤廃

エネルギー効率の改善

出所：IEA Energy and Climate Change (2015)

ＩＮＤＣシナリオとブリッジシナリオ（エネルギー起源ＧＨＧ）ＩＮＤＣシナリオと450ppmシナリオ（エネルギー起源CO2)

2030年時点で

ギャップを
4.8Gt縮小

2030年時点で9Gt
のギャップ



温室効果ガス削減コスト

 温室効果ガス削減コストはネットマイナスの省エネ対策から高コストのＣＣＳまで幅がある。対策コスト
の低いもの（low-hanging fruit)から講じていくことが現実的。

出所：Mckinsey & Company “Impact of Financial Crisis on Carbon Economics (2010)”


